









































よび内田芳明『ヴェーパ一社会科学の基礎研究』岩波書店， 1975年， 219-228ペー ジ．
(3) この点について，岡本康雄氏は「経営理念と経営戦略との関連，あるいは経営理念先導
型の経営戦略の形状については，今日まで殆ど手っかずのままである。しかしわれわれは，























































(6）高田 馨『経営目的論』千倉書房， 1978年， 15ペー ジ．
(7) 森本三男『経営学入門（増補版）』中央経済社， 1985年， 61ページ，および同「経営理念
と経営行動基準」横浜市大『経済と貿易』第134号， 1982年， 1-2ペー ジ．
(8) 浅野俊光『日本の近代化と経営理念』日本経済評論社， 1991年， 3ページ．および同「企
業と経営理念：類似・関連概念の検討」経営理念研究センター準備会『企業と理念』第2


















































(1) T. A. Falsey, CoゆoratePhilosophies and Mission Statements : A Survey and Guide 
for CoゆorateCommunicators and Management, Quorum Books, 1989, pp, 3 4, p. 33. 






て行動方針を決定する」と指摘している。 F.G. Harmon and G. Jacobs, The Vital 
Difference: Unleashing the Powers of Sustained Corporate Success, AMACOM, 1985.風
間禎三郎訳『「活力」の経営学』 TBSブリタニカ， 1986年， 74ペー ジ．
(13) R. L. Osborne, 



















〔出所〕 J.C.Collins and J. I. Porras, Organizational Vision and Visionary 
Organizations，＇’ California Management Review, Fall, 1991, p. 34. 
(14) R. D. Irland and M. A. Hitt，“Mission Statements : Importance, Challenge, and 
Recommendations for Development，” Business Horizons, May-June 1992, p. 34. 
(15) 以下の論述は次の文献に依拠している。 J.C. Collins and J. I. Porras，“Organizational 






















































and J. I. Porras, ibid., pp. 43 46〕。
(1司 G.Hamel and C. K. Prahalad，“Strategic Intent，” Harvard Business Review, May 
June, 1989. p. 64, 66.邦訳「ストラテジック・インテント」『ダイヤモンド・ハーバード・
ビジネス』 1989年， 1011月号， 12および15ペー ジ．















































側加護野忠男，前掲論文， 53ペー ジ．。I) 野中郁次郎「ドメインの定義」石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎『経営戦
略論』有斐閣， 1985年， 17ページ．野中郁次郎・吉田健二「経営理念」囲内幸一監修『ゼ
ミナール・マーケテイング：理論と実際』 TBSブリタニカ， 1991年， 14ページ．榊原清則
『企業ドメインの戦略論』中央公論社， 1992年， 6ページ．および同「ドメイン：企業の存



















































マッキンゼ一社の PPM(Product Portforio Management），ノ＼ー ノぐー ド大学











ターズとウォーターマン（T.J. Peters & R. H. Waterman）が提唱した「エ
クセレント・カンパニー」論であった。
ピーターズとウォーターマンは，周知のように，世界の超優良企業のなかの
。 野中郁次郎『企業進化論』日本経済新聞社， 1985年， 82ペー ジ．
間奥村昭博『経営戦略』日本経済新聞社， 1987年， 36-38ページ．および同「経営戦略プロ


























(28) Peters, T.]. and Waterman Jr., R.H., In Search of Excellence, Harper & Row, 1982, 
pp.13 16.大前研一訳『エクセレントカンパニー：超優良企業の条件』講談社， 1983年，
46-48ペー ジ．野中郁次郎，前掲書， 84-88ページ．坂下昭宣「企業の組織文化：経営学入
門⑦」『税経セミナー 』 1991年5月号， 18-19ページ．同「組織文化とシンボリック・マネ
ジャー 」『国民経済雑誌、』（神戸大学），第165巻第4号， 1992年， 90-91ページ．および，同
『経営学への招待』白桃書房， 1992年， 137-140ペー ジ．
側 この点については，次の論稿を参照のこと。坂下昭宣「企業の組織文イ七」， 20-21ペー ジ．




























ス杜の会長兼 CEO ロノくート・ハース（RobertD. Haas）の理念的表明があ
。I) Peters, T.]. and Waterman Jr., R.H., oρ. cit., p. 258.邦訳， 478ページ．


















側 R.Howard，“Values Make the Company : An Interview with Robert Haas", Harvard 
Business Review, Sept.一Oct.,1990, p. 134.邦訳「公平・参加・貢献の経営理念」『ダイ
ヤモンド・ハーバード・ビジネス』 1991年2-3月号， 96ペー ジ．








































〔出所〕 RHoward，“Values Make the Company : An Interview with Robert Haas，＇’ Harvard 
Business Review, Sept. Oct., 1990, p. 135.邦訳『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネ























































(38) R. L. Osborne，“Core Value Statements : The Corporate Compass，” Business 











イコブズ（F.G. Harmon and G. Jacobs）である。このハーモンとジエイコブ
ズの言葉が示唆するように，経営理念は危機に際して有効な戦略的効果を発揮
するのである。この点についての典型例としてしばしば取りあげられるのが，




側 Harmon,F. G. and Jacob, G., The Vital Difj討・ence: Unleashing the Powers of 
Sustained CoゆorateSuccess, AMACOM, 1985.風間禎三郎訳『「活力」の経営学』 TBS
ブリタニカ， 1986年， 76ペー ジ．
側以下の論述は，主として次の文献に依拠している。 T.A. Falsey, oρ. cit., chap. 3, and 
Appendix : Reflections, pp. 151-156.羽T.C. Fredrick, K. Davis and J. E. Post, Business 
and Society : Corporate Strategy, Public Policy, Ethics (Six Edition), McGraw-Hill, 
1988，“Case Studies in Corporate Social Policy : Case 2, Johnson & Johnson and 
Tylenol Crisis，＇’ pp. 487-501. L. L. Nash, Good Intentions Aside: A Manager's Guide 
to Resolving Ethical Problems, Harvard Business School Press, 1990, pp. 38-43.小林俊
治・山口善昭訳『アメリカの企業倫理：企業行動基準の再構築』日本生産性本部， 1992年，




















ジョンソン エンド ジョンゾン タイレノール 37 
（マクニール・コンシューマー・
プロ夕、クツ・カンパニー ）
アメリカン・ホーム・プロダクツ アナシン 13 
アナシン－ 3 1 
スターリング・ドラッグ ノぐイヤー ・アスピリン 11 




（資料） Chemical Week, No. 3, 1982, p. 30. 
〔出所〕 W.C. Fredrick, K, Davis, J.E. Post, Business and Soc匂か（SixEdition), 


























































































































側以下の論述は，次の文献に依拠している。 R.L. Osborne，。ρ.cit., p.29.および， Richard
T. Pascale, Managing on the Edge, Simon and Schuster, 1990.崎谷哲夫訳『逆説のマ


























側 N.M. Tichy and R. Charan，“Speed, Simplicity, Self-Confidence，” Harvard Business 
Review, Sep. -Oct., 1989, p. 119.邦訳「スピード，簡素，自信」『ダイヤモンド・ハーバ




















































































































































教育学会『第26回全国研究大会予稿集』（近畿大学）， 1992年11月， 77-81ペー ジ．
。司 R.L. Osborne, 01う.， cit., pp. 28-34. 
-52 (200）一
社・会長兼 CEOロパート・ハースの次の言葉が一層重要性を帯びてくると思
われる。すなわちそれは，「理念はビジネスを動かす（“Valuesdrive the busi-
ness，＂）」という点である。
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